
平成14年度の都市計画法・
              建築基準法の改正の概要

拡充したまちづくりのメニューや選択肢をどのような視点で活用していくのかが重要です。

【地区計画】
・誘導容積型�　　　　　　・容積率適正配分型
・用途別容積型��　　　　  ・街並み誘導型

【再開発等促進区】
　※住宅地高度利用地区計画と再開発地区計画を統合して、
　新たに創設された。（高度利用型もある）

【沿道地区計画】
・誘導容積型�　　　　　　・容積率適正配分型
・用途別容積型　　　　　�・街並み誘導型
・沿道再開発等促進区�　　・高度利用型

【防災街区整備地区計画】
・誘導容積型��　　　　　  ・用途別容積型
・街並み誘導型

・１中高、２中高で400%、500%が可能

・１住、２住、準住、近商、準工で100%、150%、500%が可能

・工業、工専で100%、150%が可能

・商業で1100%、1200%、1300%が可能

・１住、２住、準住、準工で50%、80%が可能

・近商で60%が可能

・工業で50%が可能

・住居系用途地域で、0.6の選択が可能

・その他の用途地域で、0.8の選択が可能
���※特定行政庁の指定による

・敷地規模の最低限度を、200㎡以下で全ての用途地域で指
定可能

・道路斜線制限の勾配を、１中高、２中高、１住、２住、準
住で1.5の選択が可能（１中高、２中高は容積率400%、
500%の区域で選択可能）

・隣地斜線制限の勾配と立ち上げ高さを、１中高、２中高、
１住、２住、準住で勾配2.5、立ち上げ高さ31mを選択可能
（１中高、２中高は容積率400%、500%の区域で選択可能）

・近商、商業、準工、工業、工専では、隣地斜線制限の勾配
と立ち上げ高さを適用除外を選択することも可能

・日影の測定面の高さに、１中高、２中高、１住、２住、準
住、近商、準工では6.5mの選択が可能(条例で定めること
ができる)

① 地区計画制度の見直しと明確化

② 容積率の選択肢の拡充

③ 建ぺい率の選択肢の拡充

④ 前面道路幅員による容積率の低減係数の選択肢の拡充

⑤ その他

・再開発等促進区による高度利用

・用途別容積型の地区計画による定住人口の多い市街地の形成

・道路斜線の制限の緩和による効率的な建替えの誘導

・特例容積率適用区域制度による有効利用

停滞している中心市街地を
活性化させていくために…

土地の有効利用や高度利用を促進していく誘導方策が必要です！

防災や住環境で問題のある
密集市街地を改善していくために…

まちづくりに関する都市計画の
提案制度に応えていくために…

不燃建築物への建替えを誘発する動機付けやメリットを与えていくことが必要です！

　補助事業によるまちづくりだけでは、自治体の負担に限界があります。
　民間での建替えを効果的に誘導していく方策が必要です。

・街並み誘導型地区計画による道路斜線の緩和や容積率の緩和

・前面道路幅員による容積率の低減係数の緩和による高度利用

・連担建築物設計制度の活用による接道不良宅地対応

規制緩和や強化のルール、制度適用の方針を体系化しておくことが必要です！

指定容積率

● 用途別容積型の
　　　　　　地区計画の活用

例：商業地域
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住宅と非住宅の割合に応じて容積率を
割増する

全て住宅の場合の容積率の
最高限度指定容積率×1.5以内

公園や広場の整備

容積率の割増

道路の整備

・概ね1ha以上の地区

・道路や公園の2号施設を整備することで、
容積率を緩和する

・用途、道路斜線等の緩和が可能
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● 道路斜線制限の緩和

● 再開発等促進地区を活用した高度利用

● 特例容積率適用区域制度の活用

● 街並み誘導型地区計画 ● 前面道路幅員による
　　　　容積率制限の緩和

● 連担建築物設計制度

広幅員道路
幅員15ｍ

広幅員道路
幅員15ｍ

（容積移転）

道路幅員４ｍ

道路幅員４ｍ

敷地Ａ

敷地Ｂ

通路

従来の規制による場合 認定を受けた場合

現　況 街並み誘導型地区計画

独自の都市計画指針で
提案内容を評価

まちづくりの誘導
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前面道路幅員に応じた
容積率の制限がある

道路斜線制限

高さの最高限度を定める

道路斜線制限
を除外する

壁面後退

壁面後退に応じた容積
率の割増も可能となる

敷地Ａ及び敷地Ｂは、

広幅員道路に接道する

一定の敷地とみなされ、

一定の条件のもとに土

地の有効利用が可能に

なります。

前面道路幅員による低減係数を0.6から
0.8とすると…

道路幅員４ｍ

見直しで…
4ｍ×0.8→320％

従来は…
4ｍ×0.6→240％

例：商業地域
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の指定

都市計画に定められた総容積率

（Ａ＋Ｂ）の範囲内で、
ＡとＢの特例的な容積率を定
めます
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